
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 2023年9月末の学費滞納と経済的理由による中退調査は、35都道府県364校の高校（中学校は28都道府県

187校）を集約しました。全国の私立高校（全日制）の学校数で28.1％、在籍生徒数では31.1％に相当します。

昨年度調査の363校を上回る集約ができました。 

 調査結果を11月30日（木）に文科省で記者発表しました。3ヶ月以上の学費滞納生徒数は2125人、滞納率は

0.68％となり、前年から微増となった昨年の1619人・0.54％からさらに上昇しました。個別事例には「アルバイ

トで学校生活に支障をきたすこともある」「修学旅行や部活動に参加できない」「経済的な理由から進路希望の変更を

余儀なくされる」など、学習活動や学校生活への深刻な影響が見られます。中には「（生活費確保のため）アルバイト

や昼食を食べず対応している」という記述もあり、「学ぶ権利が抑圧される状況」に対して子どもたちの学ぶ権利を保

障していく制度拡充が強く求められます。 
 調査結果の発表資料は全国私教連ホームページにアップしてあります。 

 

９月末学費滞納調査 文科省記者発表 
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